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後期高齢者医療制度のお知らせ

問い合わせ先／役場健康推進課健康保険係☎４８２‐２９３５（課直通）

経済センサス－基礎調査
商業統計調査

事業所・企業の皆さん
ご協力をお願いします

　総務省と経済産業省は、７月１日に平成26年経済センサス－基礎調査と平成26年商業統計調査を実施します。
　調査は、全国の全ての事業所と企業が対象になります。調査へのご理解とご回答をよろしくお願いします。

調査の概要

▼経済センサス－基礎調査

　日本の全ての産業分野の事業所・企業の従業者規模などの基本的構造を、全国・地域別に明らかにすること、事業所・
企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備することを目的に実施します。

▼商業統計調査

　日本の商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基礎資料を得ることを目的に実施します。

　両調査とも平成26年に実施するため、調査対象となる事業所や企業の負担軽減、効率的で円滑な調査などの観点か
ら、一体的に実施します。
　両調査は政府の重要な調査です。正確な統計を作成するため、統計法に基づいた報告義務のある調査となっています。

調査の期日

　平成26年７月１日現在において、調査を行います。

調査の対象

▼経済センサス－基礎調査

　日本標準産業分類一般原則に定めている事業所のうち「農業・林業」「漁業」の個人経営の事業所と「家事サービス業」
に属する事業所、「外国公務」に属する事業所以外の、全国すべての事業所と企業が対象となります。

▼商業統計調査

　日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち「卸売業、小売業」に属する事業所（国・地方公共団体に属す事
業所は除く）が対象となります。

調査の方法

　調査は「調査員による調査」と「本社一括調査」の２つの方法で行います。
　「調査員による調査」は、支社などのない事業所と新設された事業所を、都道府県知事が任命する調査員が訪問して
調査します。
　「本社一括調査」は、支社などを有する企業の本社などに調査書類を郵送させていただきます。企業の内容とともに、
支社ごとの従業者数や売上金額などについても、本社で回答していただきます。

調査票の管理と情報の保護

　調査票に記入していただいた内容は、統計法に定められている利用目的以外に使用することは絶対にありません。
　統計法では、国や地方公共団体、統計調査員などの調査関係者が、調査により知り得た情報を他に漏らしてはなら
ないと義務付けており、反した場合の罰則も定めています。

結果の利用

▼経済センサス－基礎調査

　経済政策や雇用政策などの各種政策の基礎資料のほか、国民経済計算など（ＧＤＰなど）、白書などでの分析や地方
消費税の清算、地方消費税の市町村に対する交付の算定などに利用しています。

▼商業統計調査

　国民経済計算、白書などでの分析の基礎データとしての利用や、産業振興策立案のための基礎データとしての利
用、企業や研究機関などでは市場分析・需要予測などの基礎資料として利用しています。
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●６月に保険料額をお知らせします
　�　平成26年度の保険料については、６月に個別にお知らせします。
　�　保険料は、加入する方全員が負担する「均等割額」と、前年の所得に応じて負担する「所得割額」の合計額です。

均等割額
【１人当たりの額】

51,472円

１年間の保険料

(100円未満切り捨て)

所得割率
【本人の所得に応じた額】

（平成25年中の所得－33万円）×

10.52％
＋ ＝

１年間の保険料の上限額は57万円です。
所得の少ない方は、世帯主や加入する方の所得に応じて保険料が軽減されます。
年度の途中で加入したときは、加入した月からの月割で計算します。

●ジェネリック医薬品の利用について
　�　医療機関で処方される薬には、新薬（先発医薬品）とジェネリック医薬品（後発医薬品）があります。
　�　ジェネリック医薬品の処方を希望される方は、医師や薬剤師にその旨を伝えるか、医療機関や薬局の受
付窓口に「希望カード」を提示することにより、お願いすることができます。
　　「希望カード」が必要な方は、お問い合わせください。

❑効き目・安全性について
　�　ジェネリック医薬品は、新薬と同等の効果・効能を持ち、厚生労働省の基準を満たしている、安

全なお薬です。希望する場合は、必ず主治医や薬剤師によく相談しましょう。

❑価格について
　��　ジェネリック医薬品を利用すると、お薬代が安くなります。薬によって異なりますが、新薬よ

り３割以上、中には５割以上安くなるものもあります。

※�災害・失業などによる所得の大幅な減少、その他特別の事情で生活が著しく困窮し、保険料のお支
払いが困難な方については、保険料の減免を受けられる場合があります。


